
豊能町西地区における

公私連携幼保連携型認定こども園

設置に関する保護者等説明会 資料

豊能町教育委員会事務局

こども未来部 こども育成課

令和７年度

1

＊本説明会に参加される際は、この資料をご持参いただきますようお願いします。



吉川保育所とひかり幼稚園を統合し

民間法人が運営主体となる
公私連携幼保連携型認定こども園を

新園舎の設置により

令和１１年４月に開園します。
２



〇保育ニーズの多様化への対応

〇厳しい財政状況

延長保育（保育時間の延長）、病児・病後児保育、課外活動（英語・音
楽・体操等）など、民間法人の持つ柔軟性を活かします。

厳しい財政状況のなか施設の建替えには多大な経費が必要です。
また、子ども・子育て支援などの施策への対応が求められています。

１ 豊能町の現状

（１）背景・課題

〇施設の老朽化

吉川保育所とひかり幼稚園の施設は、築４５年以上で
老朽化が進んでおり、建て替える必要があります。
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１ 豊能町の現状

（２）西地区の保育の現状

＊西地区においては、就学前児童数は若干減少していますが、入所園者数は横ばい状態です。

＊参考として記載している令和６年１１月１日現在の入所園者数は、年度当初より増加しています。特に０歳児の入所者数の増加は顕著であり、
この傾向は毎年同様にみられます。

（各年４月１日現在。参考は除く）
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１ 豊能町の現状

（３）財政的効果

園舎整備事業費 園運営事業費

公立認定こども園 民間認定こども園

2/３ 1/4

1/３
2/4

1/4

財政効果額2億5千万円

（例）整備事業費６億円の場合の町負担額
公立設置 ４億円
民間設置 １億５千万円

吉川保育所
152百万円

ひかり幼稚園
80百万円

合　計
232百万円

民間認定こども園
112百万円

公立で保育所と幼稚園
運営の財政負担額（年額）

民間で認定こども園
運営の財政負担額（年額）

＊民間認定こども園に移行した場合、年額で120百万
（232百万円ー112百万円）財政負担額が軽減されます。
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１ 豊能町の現状

（４）町の方向性

持続可能な行政運営の推進として、事業の民間委託、民営化の推進に取り組む。

〇豊能町総合まちづくり計画（令和４年度→令和13年度）

西地区においては、ひかり幼稚園と吉川保育所の統合と民営化を実施し、公私連携幼
保連携型認定こども園の設置に向けた取り組みを進める。

運営法人選定には、保護者代表も選定委員に加わる。
選定後は、三者協議会（保護者、運営法人、町）を設置して保護者の意見を聞きなが

ら進める。

〇第３期豊能町子ども・子育て支援事業計画（令和７年度→令和11年度）

〇豊能町西地区における公私連携幼保連携型認定こども園設置に関する
基本方針（令和７年５月）
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１ 豊能町の現状

（５）西地区における認定こども園設置の検討経緯

令和３年６月 豊能町子ども・子育て審議会（会長 鈴木正敏）へ「豊能町西地区における認定こども園設置につ
いて」を諮問する。

令和４年１月 豊能町子ども・子育て審議会より「豊能町西地区における認定こども園設置について」の提言を
受ける。
提言の趣旨は、三者協議会（保護者、運営法人、町）を設置し、教育・保育に対する考えや方法、
在園児に対する配慮や環境整備について、運営法人と一定期間の協定を結び、子どもと保護者の
意見が反映される公私連携幼保連携型認定こども園を選択することの提案。

令和４年７月 総合教育会議（主宰は町長。会議の構成は、町長、教育長、教育委員）において、西地区に公私
連携幼保連携型認定こども園を設置する考え方を示し了承を得る。

令和４年９月 議会全員協議会において、町は西地区に公私連携幼保連携型認定こども園を設置することを説明
する。

令和７年５月 教育委員会会議において、「豊能町西地区における公私連携幼保連携型認定こども園設置に関する
基本方針」が承認される。
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〇認定こども園における保育・教育・子育
て支援事業に関する基本的事項

〇認定こども園の設置や運営に関し必要な
事項

２ 公私連携幼保連携型認定こども園について

（１）公私連携幼保連携型認定こども園とは

〇民間の認定こども園でありながら、町の
関与を明確にした運営制度です。

〇町と運営法人の協定により連携し、職員
配置や提供する保育・教育などの運営に
関与し、適正な運営が行われるよう、法
人を支援・指導していきます。

〇公私連携とは

〇協定内容

公私連携法人

豊能町大阪府

町の一定の関
与を明確化

届出

協定締結

公私連携スキーム
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２ 公私連携幼保連携型認定こども園について

運営主体 変わります

（２）民営化により何が変わる

働く職員 ほぼ変わります

保育料 変わりません

保育・教育内容 引継ぎ・継承します

運営主体は、豊能町から民間法人へ移行し、締結する協定書に基づき、町が一定の関与を持ちます。

町職員から法人職員に変わりますが、移行にあたり引継ぎ保育を実施します。

保育料は条例等に基づき決定するため、変更はありません。ただし、法人の独自事業に係る保護者負担が
別途必要になる場合があります。

法人に対し十分な引継ぎを行い、これまで築いてきた行事や日々の保育・教育を行います。また、法人の
ノウハウ等を活用し、サービスの充実を図ります。

施設（所園舎） 新築します

西地区義務教育学校の近隣に園舎を新築します。 ９



２ 公私連携幼保連携型認定こども園について

（３）認定こども園設置候補地

西地区公共施設再編
計画地の一画
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２ 公私連携幼保連携型認定こども園について

（４）認定こども園予定定員

ひかり
幼稚園

吉 川
保育所

合計

定 員

０歳児 ― ８人 ８人

１歳児 ― １５人 １５人

２歳児 ― １８人 １８人

３歳児 ３５人

４９人 １５４人４歳児 ３５人

５歳児 ３５人

合計 １０５人 ９０人 １９５人

認定こども園

１号認定
２・３号
認定

合計

定 員

０歳児 ― ９人 ９人

１歳児 ― １８人 １８人

２歳児 ― １８人 １８人

３歳児 ２０人 ２５人 ４５人

４歳児 ２５人 ２５人 ５０人

５歳児 ２５人 ２５人 ５０人

合計 ７０人 １２０人 １９０人
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２ 公私連携幼保連携型認定こども園について

（５）認定こども園開園までのスケジュール（予定）

令和７年度

・設置場所決定
・保護者説明会
・運営法人選定委員会設置
・運営法人公募条件の調整・確定

令和８年度

・運営法人選定／公表
・協定締結
・三者協議会設置
・保護者アンケート実施

・基本設計
・補助事業協議（随時）

令和９年度
・三者協議会 ・補助金内示

・実施設計
・工事着工

令和10年度
・三者協議会
・合同保育

・工事
・新園舎完成

令和11年度
・公私連携幼保連携型認定こども園開園
・三者協議会
・引継ぎ保育
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３ 公私連携幼保連携型認定こども園についてのQ＆A

（１）民営化の目的等

Q１ 公立保育所と幼稚園を民営化するのはなぜですか

Q２ 民営化のメリットと課題は何ですか

Q３ 課題の対策について

Q４ 令和１１年４月の民営化は決定ですか

Q５ 民営化した場合、町の関与はどうなりますか

（２）保育内容の継承等

Q６ 公立保育所と幼稚園の保育・教育内容を引継いでもらえるのですか

Q７ 民営化後、配慮の必要な子どもの保育については、現状は維持されるのですか

Q８ 配慮の必要な子どもに対する加配保育士は、どのような基準で配置するのですか

Q９ 民営化しても保育士の人数は減りませんか
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３ 公私連携幼保連携型認定こども園についてのQ＆A

（３）民間法人の選定について

Q10 移管先の民間法人はどのように選ぶのですか

Q11 募集の条件や基準はどのようなものですか

Q12 選定委員会の委員に保護者代表は入るのですか

（４）その他

Q13 公立と民間法人での保育料の違いはありますか

Q14 民営化すると他市町の子どもも受け入れることになるのですか

Q15 認定こども園のメリットは何ですか

Q16 幼稚園と認定こども園では、子ども達が生活する上で大きく変わることはありますか

Q17 民営化にあたり、公立の保育所と幼稚園の職員はどのようになるのですか

Q18 ふたば園はどうなりますか。また、西地区在住でも入れますか

Q19 新しいこども園に東地区在住でも入れますか 14


